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１ 人口と高齢化率  

  本市の総人口は減少傾向にあり，高齢者数，生産年齢人口ともに減少していくものと見
込まれますが，65 歳未満の人口の減り方が，高齢者数の減り方を上回るため，今後も高齢
化率は上昇していくことが予測されます。 

  また，本市の高齢化率は国や北海道より高く，今後もその傾向は続くものと考えられま
す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

   * 令和８年までは各年表記，その後は令和12年から５年ごとの表記 

* 令和３年～令和５年：住民基本台帳の９月末時点実績値 

   * 令和６年～令和27年：住民基本台帳（平成30年（2018年）～令和５年の各年９月末時点） 

              の各歳人口を基にコーホート変化率法により独自推計した値 

 

第２章 高齢者をとりまく現状と課題 

第１節 高齢者数・世帯等の状況 

（％） 

（人） 

実 績 値 推 計 値 

１年ごと推計 ５年ごと推計 
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【 参考：全国，北海道と比較した高齢化率の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

   * 令和８年までは各年表記，その後は令和12年から５年ごとの表記 

   * 全国，北海道の数値は，国立社会保障・人口問題研究所による推計値 

    （全国：令和５年，全道：平成30年（2018年）推計） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（％） 
１年ごと推計 ５年ごと推計 
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２ 介護保険被保険者数  

  介護保険事業計画では，住民基本台帳における高齢者を第１号被保険者，40歳から64歳
までの方を第２号被保険者としています。 

  今後，第１号被保険者数，第２号被保険者数は，ともに減少していくことが見込まれま
すが，第１号被保険者の中でも介護ニーズが高い75歳以上の後期高齢者は令和12年
（2030年）頃まで，このうち85歳以上の高齢者は令和17年（2035年）頃まで増加を続け
るものと予測されます。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
   * 令和８年までは各年表記，その後は令和12年から５年ごとの表記 

* 令和３年～令和５年：住民基本台帳の９月末時点実績値 
   * 令和６年～令和27年：住民基本台帳（平成30年（2018年）～令和５年）の各年９月末時 

              点の各歳人口を基にコーホート変化率法により独自推計した値 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（人） １年ごと推計 ５年ごと推計 
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   * 令和８年までは各年表記，その後は令和12年から５年ごとの表記 

* 令和３年～令和５年：住民基本台帳の９月末時点実績値 

   * 令和６年～令和27年：住民基本台帳（平成30年（2018年）～令和５年）の各年９月末時 
              点の各歳人口を基にコーホート変化率法により独自推計した値 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人） 
１年ごと推計 ５年ごと推計 
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【 参考：令和５年(2023年)９月末時点を100とした場合の年齢区分ごとの増減推移】 

 
  

 
 
   * 令和８年までは各年表記，その後は令和12年から５年ごとの表記 
   * 令和５年～令和27年：住民基本台帳（平成30年（2018年）～令和５年）の各年９月末 

時点の各歳人口を基にコーホート変化率法により独自推計した値 

  

 
 
 
 

96.2 92.5
88.8

74.6

61.0

52.3

44.4

100.0
98.1 96.2 94.3

86.7

76.3

64.0

54.1

94.4
89.6

86.1
77.4

75.6
79.1

74.7

100.0

105.4

108.9 110.2 108.9

89.0

77.5
75.9

103.6
106.1 107.6 107.7

100.2

91.2

84.3

100.0 100.8
102.7

105.3

121.2

117.2

100.3

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

令和5年
(2023年)

令和6年
(2024年)

令和7年
(2025年)

令和8年
(2026年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

0〜14歳 15〜64歳 65〜74歳 75〜84歳 75歳以上 85歳以上

（％） 
１年ごと推計 ５年ごと推計 
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３ 高齢者の世帯状況  

  本市では一般世帯に占める高齢単身世帯の割合は増加傾向であり，令和 2 年（2020 年）
の国勢調査の結果では一般世帯のうち 18.4%が高齢単身世帯であり，国や北海道と比較し
て高い状況にあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 

   * 出典：国勢調査結果 

 
 

【 参考：令和２年国勢調査結果における一般世帯に占める高齢単身世帯の割合の比較 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   * 出典：国勢調査結果 

（％） （世帯） 

（％） 
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１年ごと推計 ５年ごと推計 

12,096 12,310 12,331 12,476 12,810 12,863 12,456 
11,256 

13.6% 13.9% 14.0% 14.3%
15.3%

16.2% 16.3% 15.8%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

令和5年
(2023年)

令和6年
(2024年)

令和7年
(2025年)

令和8年
(2026年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

認知症高齢者等の人数 高齢者数に対する認知症高齢者等の人数の割合

 
４ 認知症高齢者等の人数  

  認知症高齢者等の人数は，令和５年（2023年）9月末時点における認知症高齢者等の出
現率が将来にわたって一定であると仮定した場合，令和12年（2030年）から令和17年
（2035年）にわたる期間まで，さらに増加するものと予測されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

   * 函館市保健福祉部介護保険課資料（令和５年（2023年）の各９月末日現在）および前頁の要介護 

（要支援）認定者数に基づく推計 

   * 認知症高齢者等は，要介護（要支援）認定者（第２号被保険者を含む）のうち，日常生活自立度が 

Ⅱ以上と判定された人 

 

 

【 認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 】 

 

 

判定基準 見られる症状・行動の例

何らかの認知症を有するが，日常生活は家庭内および社会
的にほぼ自立している。

日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難
さが多少見られても，誰かが注意していれば自立できる。

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。
たびたび道に迷うとか，買物や事務，金銭管理などそれまで
できたことにミスが目立つ等

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。
服薬管理ができない，電話の対応や訪問者との対応などひ
とりで留守番ができない等

日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難
さがときどき見られ，介護を必要とする。

Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。
着替え，食事，排便・排尿が上手にできない・時間がかかる，
やたら物を口に入れる，物を拾い集める，徘徊，失禁，大声・
奇声を上げる，日の不始末，不潔行為，性的異常行為等

Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢaに同じ

日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難
さが頻繁に見られ，常に介護を必要とする。

ランクⅢに同じ

著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見ら
れ，専門医療を必要とする。

せん妄，妄想，興奮，自傷・他害等の精神症状や精神症状
に起因する問題行動が継続する状態等

Ｍ

ランク

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

（人） 
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1人暮らし
23.3 

夫婦2人暮らし
(配偶者65歳以上) 42.1 

夫婦2人暮らし
(配偶者64歳以下) 4.0 

息子・娘との
2世帯 16.4 

その他 12.1 

無回答・回答不備 2.1 

非認定者
（％）
n=3,165

1人暮らし
45.4 

夫婦2人暮らし
(配偶者65歳以上) 25.3 

夫婦2人暮らし
(配偶者64歳以下) 1.3 

息子・娘との
2世帯 16.4 

その他 9.0 

無回答・回答不備 2.5 

要支援者等
（％）
n=2,564

とてもよい
10.2 

まあよい
69.3 

あまりよくない
16.9 

よくない 2.1 
無回答・回答不備 1.5 

非認定者
（％）
n=3,165

とてもよい
2.6 

まあよい
50.6 

あまりよくない
37.1 

よくない 7.6 
無回答・回答不備 2.1 

要支援者等
（％）
n=2,564

 
１ 家族構成  

非認定者の約２割，要支援者等の約５割が，１人暮らしです。 
また，非認定者，要支援者等ともに約７割が高齢者のみの世帯です。 

   

 

 

 

     

 

  

 

 

 

 

 

 

   * 出  典：令和４年度（2022年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

* 非認定者：要介護（要支援）または介護予防・日常生活支援総合事業における 

事業対象者の認定を受けていない人 

* 要 支 援 者 等：要支援認定者または介護予防・日常生活支援総合事業における事業対象者 

 

２ 主観的健康観  

  非認定者の約８割，要支援者等の約５割が，「とてもよい」，「まあよい」と回答して
います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   * 出典：令和４年度（2022年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

第２節 高齢者の健康と生活の状況 
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27.9 
18.5 

15.8 
11.2 

10.6 
8.8 

8.0 
7.7 

6.7 
5.4 

3.4 
2.4 
2.2 

18.6 
14.4 

0.6 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

高齢による衰弱

心臓病

糖尿病

脊椎損傷

がん（悪性新生物）

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

無回答・回答不備 合計（n=1,654） 

38.2 

18.5 

31.6 

35.6 

21.7 

11.3 

5.4 

1.0 

46.6 

40.0 

37.0 

36.4 

25.2 

18.0 

6.6 

0.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

認知機能の低下

閉じこもり傾向

転倒リスク

うつ傾向

口腔機能の低下

運動器の機能低下

IADL(※)の低下

低栄養状態
令和元年度（2019年度）
令和４年度（2022年度，n=3,165）

 

３ 要支援者等が介護・介助が必要になった主な原因  

  高齢による衰弱が最も高く，次いで骨折・転倒が高くなっています。 
 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

   * 出典：令和４年度（2022年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

４ 非認定者の身体機能等の低下リスクの該当状況  

  「認知機能の低下」が最も高く，次いで「閉じこもり傾向」が高くなっています。 
  また，低栄養状態を除き，各リスク項目に該当する人の割合が令和元年度より増加傾向 

にあります。この要因としては，新型コロナウイルス感染症を背景とした外出自粛等の影
響が相当程度あるものと考えられます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   * IADL（手段的日常生活動作）とは，乗り物の利用，買物，調整，財産管理等の日常 
生活上の複雑な動作のことを指します。一般的に，IADLの障害が起こってから，次 

に，食事，更衣，移動などのADL（日常生活動作）の障害が起こるとされています。 
   * 出典：令和４年度（2022年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（％） 

（％） 
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ほとんど外出しない 7.6 

週1回 18.3 

週2〜4回
46.8 

週5回以上
26.9 

無回答・回答不備 0.4 

非認定者
（％）
n=3,165

ほとんど外出
しない 20.4 

週1回 33.1 

週2〜4回
40.8 

週5回以上 5.0 
無回答・回答不備 0.7 

要支援者等
（％）
n=2,564

44.0

28.6

35.8

38.8

35.6

17.0

7.7

7.7

42.6

17.8

31.4

41.6

32.2

16.7

6.3

7.9

47.2

30.7

39.3

42.6

34.9

23.7

9.3

7.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

認知機能の低下

閉じこもり傾向

転倒リスク

うつ傾向

口腔機能の低下

運動器の機能低下

IADLの低下

低栄養状態

函館市(n=5,729) 全国 北海道

 

５ 身体機能等の低下リスクの該当状況（非認定者および要支援者等） 

  「認知機能の低下」が最も高く，「口腔機能の低下」が全国および北海道より高くなっ
ています。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 * 出典：令和４年度（2022年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

     地域包括ケア「見える化システム」（全国および北海道） 

 

６ 外出の頻度  

  非認定者の約３割，要支援者等の約５割が，週に１回以下の外出です。 
 

 

    

   

   

 

 

 

 

 

 

   * 出典：令和４年度（2022年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（％） 
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42.0 

22.5 

15.2 

12.6 

12.5 

9.4 

8.1 

6.4 

1.6 

16.9 

6.5 

63.1 

14.4 

18.0 

8.6 

14.0 

17.8 

11.7 

10.7 

4.3 

12.8 

3.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

痛み（足や腰など）

外での楽しみがない

病気

経済的に出られない

トイレの心配

交通手段がない

耳の障がい

目の障がい

障がい（脳卒中の後遺症など）

その他

無回答・回答不備

非認定者
要支援者等

（n=1,107）
（n=1,755）

28.8 

68.1 

25.1 

65.9 

23.9 

63.3 

35.0 

68.5 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

非認定者 要支援者等

平成26年度
(2014年度)

平成28年度
(2016年度)

令和元年度
(2019年度)

令和４年度
(2022年度)

（n=3,165） （n=2,564） 

 

７ 外出回数の増減の変化  

  前回調査（令和元年度調査）までは，非認定者，要支援者等ともに外出の回数が減った 
高齢者の割合が減少傾向となっていましたが，今回調査ではその割合が増加に転じ，非認
定者の約４割，要支援者等の約７割が，前年よりも外出の回数が減っていると回答してい 
ます。この要因としては，新型コロナウイルス感染症を背景とした外出自粛等の影響が相
当程度あるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   * 出典：令和４年度（2022年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

８ 外出の回数が減っている理由  

  非認定者，要支援者等ともに「痛み」が最も高く，次いで非認定者は「外での楽しみが 
ない」，要支援者等は「交通手段がない」が高くなっているほか，その他の割合も高くなっ  
ています。 

 

 

 

   

 

 

  

  

 

 

 

   

 

   * 出典：令和４年度（2022年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（％） 

（％） 
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11.5 

3.4 

0.8 

1.2 

2.7 

77.1 

3.1 

16.5 

4.4 

1.0 

1.5 

3.4 

67.2 

6.1 

15.9 

5.0 

1.1 

1.5 

2.7 

71.1 

2.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

週4回以上

週2〜3回

週1回

月1〜3回

年に数回

していない

無回答・回答不備

平成28年度（2016年度）

令和元年度（2019年度）

令和４年度（2022年度，n=3,165)

 

９ 非認定者の収入のある仕事の頻度  

  収入のある仕事をしていない非認定者の割合が，前回調査（令和元年度）よりやや増加 
 しています。 
 

 

   

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   * 出典：令和４年度（2022 年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（％） 
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12.5

7.7

19.2

4.8

10.6

12.5

0.0

8.7

3.8

1.0

6.7

9.6

1.9

1.0

12.5

19.2

25.0

31.1

14.9

21.6

10.8

12.2

10.8

2.7

10.8

4.1

1.4

6.8

4.1

12.2

1.4

6.8

16.2

16.2

30.8

24.6

23.1

21.5

20.0

12.3

10.8

10.8

7.7

6.2

6.2

6.2

3.1

1.5

6.2

13.8

6.2

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

認知症状への対応

夜間の排泄

外出の付き添い、送迎等

日中の排泄

屋内の移乗・移動

入浴・洗身

食事の介助（食べる時）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

衣服の着脱

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

服薬

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２

要介護１・２

要介護３〜５

（n=104） 

（n=74） 

（n=65） 

 

10 今後の在宅生活に向けて，主な介護者が不安に感じる介護  

  要支援１・２では「不安に感じていることは特にない」および「外出の付き添い，送迎
等」，要介護１以上では「認知症状への対応」が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

   * 出典：令和４年度（2022年度）在宅介護実態調査 

（％） 
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20.4 

16.7 

6.1 

12.4 

19.3 

14.0 

8.8 

2.4 

12.5 

16.5 

6.6 

15.6 

19.2 

13.8 

11.6 

4.1 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

同居

ほぼ毎日

週3〜4日程度

週1〜2日程度

月に数回

数か月に1回以下

ほとんどない

無回答・回答不備
非認定者
要支援者等

（n=3,165） 
（n=2,564） 

56.1 

40.2 

23.7 

9.0 

5.0 

3.4 

2.4 

1.9 

1.3 

3.1 

41.4 

34.2 

12.9 

8.8 

3.2 

48.2 

4.3 

18.5 

3.0 

4.7 

0.0 20.0 40.0 60.0

友人・知人
近所の人

関わりはあまりない
町会関係者

その他
ケアマネジャーや介護サービス事業所職員

民生委員
地域包括支援センター職員

在宅福祉委員
無回答・回答不備 非認定者

要支援者等
（n=3,165） 
（n=2,564） 

 
１ 家族・親族との交流の頻度  

  非認定者の約２割，要支援者等の約３割が，数か月に１回以下の交流です。 
  

 

 

 

 

    

 

 

 

   * 出典：令和４年度（2022 年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

２ 家族・親戚以外に関わりのある人  

  非認定者は「友人・知人」が最も高く，次いで「近所の人」が高くなっています。 
要支援者等は「ケアマネジャーや介護サービス事業所職員」が最も高く，次いで「友人・
知人」が高くなっています。 

なお，上記１の項目で，家族・親族との交流が「ほとんどない」と回答した方のうち，
家族・親族以外と「関わりはあまりない」と回答した方は，非認定者全体（n＝3,165）の
4.1％，要支援者等全体（n＝2,564）の2.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   * 出典：令和４年度（2022 年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

第３節 地域における支え合いの状況 

（％） 

（％） 
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参加して
いる
55.7 

参加して
いない

44.3 

非認定者
（％）
n=3,165

参加して
いる
52.6 

参加して
いない

47.4 

要支援者等
（％）
n=2,564

28.9 

25.4 

16.7 

13.2 

7.9 

6.1 

1.8 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

地域の互助力

介護予防

地域福祉の担い手

高齢者の傾向

関係機関との連携

地域住民の理解

その他

 

３ ボランティアなど何らかの会・グループに参加している人の割合  

  非認定者の約６割，要支援者等の約５割が，会・グループに参加しています。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
   * 出典：令和４年度（2022 年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 
 
４ 地域ケア会議で抽出された地域課題  

  「地域の互助力」が最も高く，次いで「介護予防」が高くなっています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   * 地域ケア会議：地域住民および民生委員・児童委員などの地域の支援者，介護支援専門

員（ケアマネジャー）等の多職種が集まり，個別ケースの支援内容の検

討や地域の課題について話し合う会議 
   * 出典：令和４年度 函館市地域包括支援センター活動実績 
 

（％） 
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是非参加したい 4.6 

参加しても
よい 37.7 

参加したく
ない 51.0 

既に参加
している

2.5 

無回答・回答不備 4.2 

非認定者
（％）
n=3,165

是非参加したい 5.2 

参加しても
よい 30.2 

参加したく
ない 54.4 

既に参加
している

2.7 

無回答・回答不備 7.4 

要支援者等
（％）
n=2,564

是非参加したい
1.7 

参加しても
よい 21.0 

参加したく
ない 71.1 

既に参加
している

1.8 

無回答・回答不備 4.4 

非認定者
（％）
n=3,165

是非参加したい
0.9 

参加しても
よい 15.2 

参加したく
ない 74.1 

既に参加
している

1.6 

無回答・回答不備 8.2 

要支援者等
（％）
n=2,564

 
５ 地域づくりに「参加者として」参加してみたい人の割合  

  非認定者および要支援者等の約４割が，参加に前向きな回答をしています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
  
 
   * 出典：令和４年度（2022 年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 
 
 
６ 地域づくりに「企画・運営（お世話役）として」参加してみたい人の割合  

  非認定者および要支援者等の約２割が，参加に前向きな回答をしています。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
   * 出典：令和４年度（2022 年度） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 
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4,217 3,456 3,436 3,182 3,188 3,231 3,239

2,854
2,726 2,806 2,788 2,760 2,853 2,819

3,887
3,929 3,970 4,029 4,136 4,242 4,276

2,838
2,887 2,867 3,029 3,102 3,150 3,089

2,214
2,265 2,308 2,292 2,329 2,306 2,306

1,985
2,030 2,105 2,185 2,358 2,405 2,433

1,842 1,892 1,875 1,884 1,844 1,860 1,770

19,837 19,185 19,367 19,389 19,717 20,047 19,932

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成28年度末
(2016年度末)

平成29年度末
(2017年度末)

平成30年度末
(2018年度末)

令和元年度末
(2019年度末)

令和2年度末
(2020年度末)

令和3年度末
(2021年度末)

令和4年度末
(2022年度末)

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

要介護等
 認定率

平成28年度末
(2016年度末)

平成29年度末
(2017年度末)

平成30年度末
(2018年度末)

令和元年度末
(2019年度末)

令和2年度末
(2020年度末)

令和3年度末
(2021年度末)

令和4年度末
(2022年度末)

函館市 22.6 21.6 21 .6 21 .6 21 .9 22 .3 22.4 ％

北海道 19.9 19.8 20 .2 20 .4 20 .6 20 .8 20.9 ％

中核市 18.9 18.9 19 .2 19 .4 19 .6 19 .8 19.9 ％

全　国 18.4 18.4 18 .7 18 .8 19 .1 19 .2 19.4 ％

 
１ 要介護（要支援）認定者数と認定率  

  本市の要介護（要支援）認定者数および要介護等認定率は，平成29年度（2017年度）
に介護予防・日常生活支援総合事業を開始したことにより一時的に減少し，その後はおお
むね微増で推移しています。要介護（要支援）別の内訳では，要介護１・４の方の割合が
増加の傾向にあります。 

  また，本市の要介護（要支援）認定率は，全国，北海道および中核市より比較的高い状
況にあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
   
 
 
  
  
 
 
 
  
   * 出典：地域包括ケア「見える化」システム 

   * 認定率：高齢者数（第１号被保険者）に対する要介護（要支援）認定者数（第２号被保

険者を含む）の割合 

 

第４節 介護保険サービス等の状況 

（人） 
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12,441 12,844 13,136 13,523 13,509 13,810 14,034

2,722 2,931 3,135 3,341 3,442 3,592 3,6762,233 2,223 2,234 2,245 2,230 2,216 2,24017,396 17,998 18,505 19,109 19,181 19,618 19,950

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

平成28年度
(2016年度)

平成29年度
(2017年度)

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和2年度
(2020年度)

令和3年度
(2021年度)

令和4年度
(2022年度)

居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス

要支援・要介護度
函館市

(A)
北海道

(B)
中核市

(C)
全国
(D)

北海道
(A-B)

中核市
(A-C)

全国
(A-D)

要支援１ 3.6 3.8 3.0 2.7 ％ △ 0.2 0.6 0.9 ﾎﾟｲﾝﾄ

要支援２ 3.2 3.0 2.8 2.7 ％ 0.2 0.4 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ

要介護１ 4.8 4.9 4.2 4.0 ％ △ 0.1 0.6 0.8 ﾎﾟｲﾝﾄ

要介護２ 3.5 3.3 3.2 3.2 ％ 0.2 0.3 0.3 ﾎﾟｲﾝﾄ

要介護３ 2.6 2.2 2.6 2.6 ％ 0.4 0.0 0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ

要介護４ 2.7 2.2 2.4 2.5 ％ 0.5 0.3 0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ

要介護５ 2.0 1.5 1.7 1.6 ％ 0.5 0.3 0.4 ﾎﾟｲﾝﾄ

計 22.4 20.9 19.9 19.3 ％ 1.5 2.5 3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ

＜参考値：介護保険サービス利用率＞

要介護等認定者全体 71.3 67.7 75.4 75.3 ％ 3.6 △ 4.1 △ 4.0 ﾎﾟｲﾝﾄ

差　引

 

２ 介護保険サービスの受給率等  

  介護保険サービスの受給率は他都市と比較してやや高い状況にありますが，利用率は中
核市や全国と比較してやや低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   * 介護保険サービス受給率：受給者数÷第１号被保険者数×100 

   * 介護保険サービス利用率：受給者数÷要介護（要支援）認定者数×100 

   * 出典：介護保険事業状況報告および地域包括ケア「見える化」システム（令和５年３月

末時点） 

 

３ 介護保険サービスの利用者数（月平均）  

  居宅サービス，地域密着型サービスの利用者数はおおむね増加傾向ですが，施設サービ
スの利用者数は横ばいで推移しています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

   * 出典：介護保険事業状況報告 

   * 居宅サービスには便宜上，介護予防・日常生活支援総合事業における 

介護予防・生活支援サービス利用者分を含む 

（人/月） 
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事務員
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大いに不足 不足 やや不足 不足していない

 

４ 従業員の過不足の状況  

  介護職員および訪問介護員の不足を感じている割合が約４割となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

 

 

 

 

 

 

  * 出典：令和４年度（2022年度） 介護人材の確保・定着に向けたアンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 
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５ サービスの調整が困難であったサービス  

  ケアマネジメント業務を行う事業所（居宅介護支援事業所など）において，調整が困難
なことが「しばしばあった」と感じたサービスとして「訪問介護」が約３割と最も高く，
次いで「短期入所生活介護」が約２割となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   * 出典：令和５年度（2023年度） 介護保険施設等需給状況調査 

  

（％） 
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  本市の高齢者数は減少していきますが，75歳以上の後期高齢者，とりわけ85歳以上の高

齢者の増加が予測されるほか，15歳から64歳までの生産年齢人口が高齢者数の減り方を上
回ることから，高齢化率は今後も上昇するものと見込まれます。また，一般世帯に占める
高齢単身世帯および高齢夫婦世帯の数は，直近に行われた令和２年（2020年）の国勢調査
時点まで増加し続けており，今後増加する医療・介護ニーズに対して高齢者の生活を支え
る担い手の不足が見込まれます。 

 
  また，認知症高齢者の増加が予測されるとともに，認知症の方への介護に不安を抱える

方や，認知機能の低下リスクを有する高齢者が一定数存在しているほか，新型コロナウイ
ルス感染症を背景とした，外出自粛などによる閉じこもり傾向の増加からは，身体機能の
低下リスクが懸念されるところであり，認知症の方が尊厳を保持しつつ希望を持って暮ら
せるよう，認知症に関する正しい知識や認知症の方に関する正しい理解を深め，認知症の
早い段階から，本人の意思を尊重したサービスが切れ目なく提供されることが重要である
ほか，地域づくりに前向きな高齢者を地域活動へつなぐ取組みの推進が求められます。 

 
  これらのことから，高齢者やその家族が孤立することなく，住み慣れた地域で安心して

暮らし続けられることができるよう，また，支援が必要な際には，適切な支援に結び付け
られるよう，介護人材の確保・育成や，介護保険制度の適正な運営など安定した介護サー
ビスの提供を図ることはもとより，地域住民が共に支え合いながら，地域づくりを推進し
ていくことが必要であり，多様な主体による高齢者の生活の支援体制づくりを介護予防と
健康増進の取組みとともに引き続き進めていくなど，地域包括ケアシステムをより一層深
化・推進する必要があります。また，これらの取り組みは，地域の互助力の低下や介護
サービスを含む様々な産業の担い手の不足への対応という観点からも重要です。 

 
  さらに，介護保険サービスの利用の増加や，保険料を負担する被保険者数の減少などか

ら，介護保険料が上昇傾向にあります。持続可能な介護保険制度の構築を図るため，被保
険者の負担能力に応じた保険料のあり方について，国の動向等を踏まえた見直しが必要で
す。 

第５節 高齢者をとりまく現状から考えられる課題 


